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第２編 報告の種類と届出について

１ 報告の種類と対象者

千葉県揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための取組の促進に関する条例（以下「条

例」といいます。）に基づき、揮発性有機化合物排出事業者は、自主的取組計画書、自主的

取組計画書変更届出書及び実績報告書を知事に提出する義務を有します。

また、提出義務を有しない事業者であっても、揮発性有機化合物（ＶＯＣ）を大気中へ排

出する者は、自主的取組計画書等を知事に提出することができます。

（１）報告の種類と対象者

条例に基づく報告の種類と対象者等は表１－１のとおりです。

表１－１ 報告の種類と対象者

報告の種類 報告 報告
対象者等 条例根拠

様式 時期

自主的取組 その１ 各年度の ① 各年４月１日において揮発性有機化合 第７条第

計画書 ～４ ７月末日 物排出事業者 である者が、自主的取組 １項※１

( 様 式 第 一 まで 対象施設 が設置されている工場又は事 義務提出※２

号) ｐ.６２ その４ 業場ごとに

は任意

提出 ② 揮発性有機化合物排出事業者である者 第７条第

が①の工場又は事業場以外の工場又は事 ２項

業場について 任意提出

③ ①及び②以外のＶＯＣを大気中に排出 第７条第

する者が工場又は事業場ごとに ３項

任意提出

自主的取組 その１ 遅滞なく ④ 自主的取組計画書を提出した者であっ 第７条第

変更届出書 及び２ て、自主的取組計画書の内容を変更した ４項

( 様 式 第 二 の内容 者 義務提出

号) ｐ.６７ 変更の

ある様

式

実績報告書 その１ 翌年度の ⑤ 自主的取組計画書を提出した者 第８条第

( 様 式 第 三 ～４ ７月末日 １項

号) ｐ.６８ まで 義務提出

※１ 揮発性有機化合物排出事業者 条例第２条第３号 「（２）参照」

※２ 自主的取組対象施設 条例第２条第２号（規則別表の施設） 「（２）参照」

（２）揮発性有機化合物排出事業者

揮発性有機化合物排出事業者とは、事業活動に伴って自主的取組対象施設からＶＯＣを

大気中に排出する者であり、自主的取組対象施設とは条例施行規則別表（表１－２）の要

件に該当する施設をいいます。
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表１－２ 自主的取組対象施設【条例施行規則別表（第二条）】

施設の種類 要件

１ 揮発性有機化合物を原材料又は溶剤とし 一の工場又は事業場における当該施設で製造

て使用する有機化学工業製品の製造施設 する当該製品の最大の製造量の合計が１年当

たり５,０００トン以上の工場又は事業場に設

置されているもの

２ 揮発性有機化合物を原材料又は溶剤とし 一の工場又は事業場における当該施設で製造

て使用する油脂加工製品、石けん若しく する当該製品の最大の製造量の合計が１年当

は合成洗剤、界面活性剤又は塗料の製造 たり１,０００トン以上の工場又は事業場に設

施設 置されているもの

３ 揮発性有機化合物を使用する施設のう 一の工場又は事業場におけるこの項の中欄の

ち、次に掲げるもの（次の項に掲げるも イからホまでに該当する施設で使用する揮発

のを除く。） 性有機化合物の最大の使用量の合計が１年当

イ 塗装施設 たり６トン以上の工場又は事業場に設置され

ロ 印刷施設 ているもの

ハ 接着施設

ニ 洗浄施設

ホ 動植物油脂製造施設

４ ドライクリーニング施設 一の工場又は事業場における当該施設で使用

する揮発性有機化合物の最大の使用量の合計

が１年当たり６トン以上の工場又は事業場に

設置されているもの

５ ガソリン、原油、ナフサその他の温度三 容量（危険物の規制に関する政令（昭和三十

十七・八度において蒸気圧が二〇キロパ 四年政令第三百六号）第五条第二項の規定に

スカルを超える揮発性有機化合物（以下 より算出した容量をいう。以下同じ。）が５００

「高揮発性有機化合物」という。）の貯 キロリットル以上のもの

蔵タンク（屋外に設置されているものに

限り、密閉式及び浮屋根式（内部浮屋根

式を含む。）のものを除く。）

６ 高揮発性有機化合物を消防法（昭和二十 一の工場又は事業場における当該施設に接続

三年法律第百八十六号）第十六条の二第 されている高揮発性有機化合物の貯蔵タンク

一項に規定する移動タンク貯蔵所又は貨 （屋外に設置されているものに限る。）の容量

車に充てんし、又は出荷する施設 の合計が５００キロリットル以上の工場又は

事業場に設置されているもの
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備 考

１ この表において最大の製造量とは、生産施設を通常の状態において最高度に使用した場

合の生産量をいう。

２ この表において最大の使用量とは、第３項及び第４項の各施設の有する能力を最大限活

用（最高度に使用）した場合の使用量をいう。

３ この表に掲げる有機化学工業製品とは、日本標準産業分類上の「有機化学工業製品製造

業」において製造される製品をいう。

４ この表に掲げる油脂加工製品、石けん若しくは合成洗剤、界面活性剤又は塗料とは、日

本標準産業分類上の「油脂加工製品・石けん・合成洗剤・界面活性剤・塗料製造業」にお

いて製造される製品をいう。

５ この表に掲げる塗装施設とは、塗装又はこれに付随する乾燥若しくは焼付けの用に供す

る施設をいう。また、「塗装」とは、物体の表面に塗料を用いて保護的、装飾的又は特殊

性能を持った塗膜を作る作業のことをいう。

６ この表に掲げる印刷施設とは、印刷又はこれに付随する乾燥若しくは焼付けの用に供す

る施設をいう。また、「印刷」とは、原稿をもとに印刷板を作り、印刷機を用いて、イン

キを被印刷物に転移させる行為をいう。

７ この表に掲げる接着施設とは、接着又はこれに付随する乾燥若しくは焼付けの用に供す

る施設をいう。また、「接着」とは、同種又は異種の固体の面と面を貼り合わせて一体化

した状態にすることをいい、染色整理業における業務（コンバーティング）であるラミネ

ート（布とフィルムとを接着剤で貼り合わせること。）、コーティング（布地の表面に樹

脂を塗布すること。）、ボンディング（樹脂材料の両面に布を貼り付けること。）及びディ

ップ（含侵。布地に樹脂を染みこませること。）並びにゴム引き（ゴム糊を布等に被覆又

は含侵すること。）を含む。

８ この表に掲げる洗浄施設とは、揮発性有機化合物を洗浄剤として用いて、機械器具や金

属板等を脱脂・洗浄する施設をいい、これに付随する乾燥の用に供する施設を含むものを

いう。

９ この表に掲げる動植物油脂製造施設とは、揮発性有機化合物による抽出により大豆油、

菜種油その他の動植物油を製造する施設をいう。

１０ この表の３の項の規模要件の欄に掲げる揮発性有機化合物の使用量とは、揮発性有機

化合物を含む、インキ、塗料、希釈剤、湿し水、洗浄溶剤、表面加工用溶剤、接着剤及び

抽出溶媒について、揮発性有機化合物の含有量を合計した量をいう。

１１ この表に掲げるドライクリーニング施設とは、揮発性有機化合物をドライクリーニン

グ溶剤として使用するドライクリーニング施設をいう。

１２ この表の６の項の規模要件の欄に掲げる貯蔵タンクの容量の合計には、密閉式及び浮

屋根式（内部浮屋根式を含む。）貯蔵タンクを含む。
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（３）報告の種類と報告様式

報告の種類によっては、任意提出となる様式があります。表１－３を参照してください。

表１－３ 報告の種類と様式

報告様式

報告の種類 番 そ そ そ そ 備 考
の の の の

号 １ ２ ３ ４

自主的取組計画書 第一 ◎ ◎ ◎ △ その４は任意報告

自主的取組計画書 その２,３は自主的取組計画書
第二 ◎ ○ ○

変更届出書 と同じ

自主的取組実績報告書 第三 ◎ ◎ ◎ ◎

注 ◎：必須提出様式

○：該当様式のみ提出

△：任意提出様式

２ 届出の種類と提出時期

（１）自主的取組計画書と実績報告書

ア 平成２０年度

平成２０年４月１日において、揮発性有機化合物排出事業者である者は、自主的取組

対象施設が設置されている工場又は事業場ごとに、平成２０年度（平成２０年４月１日

から平成２１年３月３１日）におけるＶＯＣの排出及び飛散の抑制に関する事項を記載

した計画書（「自主的取組計画書」といいいます。）（第一号様式 ｐ.６２）を作成し、平

成２０年７月末日までに知事に提出します。

なお、平成２０年４月２日から平成２１年３月３１日の間に新規に揮発性有機化合物

排出事業者となる者は、平成２０年度の自主的取組計画書の提出義務はなく、平成２１

年度から自主的取組計画書の提出義務が生じます。

イ 平成２１年度以降

各年４月１日において、揮発性有機化合物排出事業者である者は、自主的取組対象施

設が設置されている工場又は事業場ごとに、当該年度における自主的取組計画書を作成

し、各年の７月末日までに知事に提出します。

また、前年度に自主的取組計画書を提出した者は、当該自主的取組計画書に係る工場

又は事業場ごとに、前年度の自主的取組計画書に記載された事項に係る実績を記載した

報告書（「実績報告書」といいます。）（第三号様式 ｐ.６８）を作成し、各年の７月末日

までに知事に提出します。

なお、当該年度の４月２日から翌年度の３月３１日の間に新規に揮発性有機化合物排

出事業者となる者は、当該年度の自主的取組計画書の提出義務はなく、翌年度から自主

的取組計画書の提出義務が生じます。

ウ 提出時期と受付期間

提出時期と受付期間は、図１－１を参照してください。
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図１－１ 提出時期と受付期間

（２）自主的取組計画書変更届出書

自主的取組計画書を提出した者は、当該自主的取組計画書の内容を変更したときは、当

該変更後、遅滞なく、自主的取組計画変更届出書（様式第二号 ｐ.６７）を知事に提出しま

す。

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

4 5 6 7 受付期間

平成20年度実績報告書 平成21年度実績報告書

平成20年度計画書 平成21年度計画書 平成22年度計画書

平成21年度 平成22年度平成20年度
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３ 提出先
書面による報告書の提出は表３－１のとおりです。管轄区域の大気保全課又は地域振興事
務所に持参又は郵送により提出してください。
郵送の場合は、封筒の表に「ＶＯＣ報告書 在中」と朱書きしてください。

表３－１ 管轄区域と提出先

電話番号
提 出 先 所 在 地 管轄区域

ﾌｧｸｼﾐﾘ番号

県庁環境生活部 〒260-8667 043(223)3802 市原市
大気保全課 千葉市中央区市場町 043(224)0949

1-1

葛南地域振興事務所 〒273-8560 047(424)8092 習志野市 八千代市
地域環境保全課 船橋市本町1-3-1 047(421)1590 浦安市 市川市

フェイス７階

東葛飾地域振興事務所 〒271-8560 047(361)4048 松戸市 野田市
地域環境保全課 松戸市小根本７ 047(361)4098 流山市 我孫子市 鎌ヶ谷市

印旛地域振興事務所 〒285-8503 043(483)1447 成田市 佐倉市 四街道市
地域環境保全課 佐倉市鏑木仲田町8-1 043(486)7570 八街市 印西市 白井市 富里市

酒々井町 印旛村 本埜村 栄町

香取地域振興事務所 〒287-8502 0478(54)7505 香取市 神崎町 多古町 東庄町
地域環境保全課 香取市北3-1-3 0478(52)5529

海匝地域振興事務所 〒289-2504 0479(64)2825 銚子市 旭市 匝瑳市
地域環境保全課 旭市ニ1997-1 0479(63)9898

長生地域振興事務所 〒297-8533 0475(26)6731 茂原市 一宮町 睦沢町 長生村
地域環境保全課 茂原市茂原1102-1 0475(26)6733 白子町 長柄町 長南町

山武地域振興事務所 〒283-0006 0475(55)3862 東金市 山武市 大網白里町
地域環境保全課 東金市東新宿1-1-11 0475(55)8312 九十九里町 芝山町

横芝光町

夷隅地域振興事務所 〒298-0212 0470(82)2451 勝浦市 いすみ市 大多喜町
地域環境保全課 大多喜町猿稲14 0470(82)4164 御宿町

君津地域振興事務所 〒292-8520 0438(23)2285 木更津市 君津市 富津市
地域環境保全課 木更津市貝渕3-13-34 0438(23)2287 袖ケ浦市

安房地域振興事務所 〒294-0045 0470(22)7111 館山市 鴨川市 南房総市
地域環境保全課 館山市北条402-1 0470(22)0074 鋸南町

注 千葉市、船橋市及び柏市は本条例の対象外
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４ 届出書の記載方法

＜注意事項＞

記入漏れや記入ミスがないよう御注意ください。また、指定された項目には必ず「ふりが

な」を記入していただくようお願いします。

提出された報告事項は、ファイルに記録して条例第１０条の規定によりインターネット等

により公表します。

また、ファイル記録は、ＪＩＳ Ｘ ０２０１及びＪＩＳ Ｘ ０２０８で規定された文字で記録します。

この範囲外の文字については類似文字やカタカナに置き換えてファイルに記録されますので

御了解願います。

例 髙→高、﨑→崎、隆→隆、德→徳

（１）自主的取組計画書

自主的取組計画書は、提出根拠と対象者により次表の３通りに区分されます。

表４－１ 提出根拠と対象者等（表１－１の内容再掲）

根拠 対象者等 備考

第７条第１項 ① 各年４月１日において揮発性有機化合物排出事 義務提出

業者である者が、自主的取組対象施設が設置され

ている工場又は事業場ごとに提出

第７条第２項 ② 揮発性有機化合物排出事業者である者が①の工 任意提出

場又は事業場以外の工場又は事業場について提出

第７条第３項 ③ ①及び②以外のＶＯＣを大気中に排出する者が 任意提出

工場又は事業場ごとに提出

ア 条例第７条第１項による届出（その一）【表４－１ 提出根拠と対象者等の① 記載例１】

（ｐ．１２，２３参照）

①『届出日』

届出書を窓口に提出する日付（郵送の場合には、投函する日付）を記入してください。

②『提出者』※提出日時点のものを記入してください。

提出者の欄には、郵便番号、 住所 （法人その他の団体にあっては、主たる事務所（本

社等）の所在地）及び 氏名 （法人にあっては登記上の名称及び代表者の役職名・氏名）

を記入してください。住所及び氏名は、提出する時点の内容を記入してください。

個人が提出する場合は、提出者の氏名を自筆署名することにより、押印を省略するこ

とができます。

郵便番号は、大口事業所等で取得されている個別郵便番号ではなく、その地区で通常

用いられるものを記入してください。

提出者を、その事業所の工場長や事業所長、ＶＯＣ排出施設の管理を担当する部署の

長など当該事業所のＶＯＣの管理に責任を有する者に代理人として委任することができ

ます。その場合には、ｐ．１２の「記載例 １」のように記入してください。

なお、この場合には、委任状又は委任状の写しを添付してください。
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注 提出者の郵便番号、住所、氏名の下に代理人の役職及び氏名を記載し、代理人の印を

押してください。この場合、提出者（代表者）の押印は必要ありません。なお、代理人

についても本人が署名することにより、押印に代えることができます。

③『提出の根拠』

"（第２項、第３項）"を で消去してください。

④『事業者の名称』

事業者（企業、会社、団体等）の名称を記入してください。（例：大気保全工業株式

会社）

「前回の提出における名称」 の欄には、事業者の名称が、前回の提出時における名称

から変更された場合（社名等の変更、合併等の場合）のみ記入してください。

⑤『工場又は事業場の名称』※対象年度の４月１日時点の情報を記入してください。

事業所（工場、事業場、営業所等）の名称を記入してください。事業者の名称は省略

してください。（例：本社、市原第一工場、五井製造所、姉崎営業所など）

複数の事業所を有する事業者にあっては、それぞれの事業所の区別がつくように、異

なる事業所には異なる名称を記入してください。（特に名称がない場合でも、本届出の

便宜上、適切な名称を付けてください。）

「前回の提出における名称」 の欄には、事業所の名称が、前回の提出時における名称

から変更された場合（事業所の名称変更、合併等の場合）のみ記入してください。

⑥『工場又は事業場の所在地』※対象年度の４月１日時点の情報を記入してください。

事業所の郵便番号、所在地（市町村名から番地まで）を記入してください。

郵便番号は、 大口事業所等で取得されている個別郵便番号ではなく、その地区で通常

用いられるものを記入してください。

⑦『工場又は事業場において行われる事業所が属する業種』※計画対象年度の４月１日時

様式第一号（第三条第一項） 【記載例１】
（その一）

※ ①

平成２０年７月１０日

千葉県知事 鈴木 栄治 様

※ ②

郵便番号 ２６０－８６６７

住 所 千葉県千葉市市場町１－１

氏 名 大気保全工業株式会社

代表取締役 煤煙 炭子

上記代理人 市原工場長 市原 一郎,
法人その他の団体にあっては、主たる事
務所の所在地、名称及び代表者の氏名

自 主 的 取 組 計 画 書

千葉県揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための取組の促進に関する条例（以下「条例」と

いう。）第７条第１項（第２項、第３項）の規定により、自主的取組計画を次のとおり提出します。
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点の情報を記入してください。

「業種名」の欄には当該事業所において行われる事業が属する対象業種を、日本標準

産業分類の細分類に従って、「業種コード」の欄には業種に対応するコード（４桁）を

記入してください。「業種名」、「業種コード」は、第３編 資料の３主な日本産業標準分

類コード（ｐ.４８）から選択してください。

注 ＰＲＴＲの報告に係る「業種コード」と異なります。平成１４年３月改訂版の日

本標準産業分類の細分類に従って記入ください。

⑧『自主的取組計画』

様式第一号の（その二）から（その四）です。なお、（その四）の提出は任意です。

⑨『条例第２条第３号の揮発性有機化合物排出事業者の該当の有無』

１ 有に○を記入してください。

⑩『自主的取組計画（その四）の提出の有無』

自主的取組計画書（その四）を提出する場合 →１ 有に○を記入してください。

自主的取組計画書（その四）を提出しない場合 →２ 無に○を記入してください。

⑪『担当者（問い合わせ先）』

届出後、届出内容について問い合わせをさせていただくことがありますので、届出担

当者の所属する部署、氏名、電話番号を記入してください。

⑫『※受理日』及び⑬『※整理番号』

この欄には記入しないでください。

イ 条例第７条第２項による届出（その一）【表４－１ 提出根拠と対象者等の② 記載例２】

（ｐ．２４参照）

①『届出日』及び②『提出者』

ア 条例第７条第１項による届出【ア 提出根拠と対象者等の①】を参照ください。

③『提出の根拠』

"第１項（"及び"、第３項）"を で消去してください。

④『事業者の名称』、⑤『工場又は事業場の名称』、⑥『工場又は事業場の所在地』、⑦

～ 業種の考え方 ～

複数の業種を営む事業所にあっては、当該事業所が営んでいる業種の中から製

造品等の出荷額・売上額が最も多い業務に関係する業種を「主たる業種」 としま

す。

（例）事業所が営んでいる業種（売上高）が以下の場合

石油化学系基礎製品製造業（１０億円）、塗装工事業（７億円）

、塗料卸売業（３億円）、自動車卸売業（２億円）、商品検査業（１億円）

主たる業種 石油化学系基礎製品製造業 １７３１
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『工場又は事業場において行われる事業所が属する業種』から⑧『自主的取組計画書』

ア 条例第７条第１項による届出【ア 提出根拠と対象者等の①】を参照ください。

⑨『条例第２条第３号の揮発性有機化合物排出事業者の該当の有無』

２ 無に○を記入してください。

⑩『自主的取組計画（その四）の提出の有無』

自主的取組計画書（その四）を提出する場合 →１ 有に○を記入してください。

自主的取組計画書（その四）を提出しない場合 →２ 無に○を記入してください。

⑪『担当者（問い合わせ先）』、⑫『※受理日』及び⑬『※整理番号』

ア 条例第７条第１項による届出【ア 提出根拠と対象者等の①】を参照ください。

ウ 条例第７条第３項による届出（その一）【表４－１ 提出根拠と対象者等の③ 記載例３】

（ｐ．２５参照）

①『届出日』及び②『提出者』

ア 条例第７条第１項による届出【ア 提出根拠と対象者等の①】を参照ください。

③『提出の根拠』

"第１項（第２項"及び"）"を で消去してください。

④『事業者の名称』、⑤『工場又は事業場の名称』、⑥『工場又は事業場の所在地』、⑦

『工場又は事業場において行われる事業所が属する業種』から⑧『自主的取組計画書』

ア 条例第７条第１項による届出【ア 提出根拠と対象者等の①】を参照ください。

⑨『条例第２条第３号の揮発性有機化合物排出事業者の該当の有無』

２ 無に○を記入してください。

⑩『自主的取組計画（その四）の提出の有無』

自主的取組計画書（その四）を提出する場合 →１ 有に○を記入してください。

自主的取組計画書（その四）を提出しない場合 →２ 無に○を記入してください。

⑪『担当者（問い合わせ先）』、⑫『※受理日』及び⑬『※整理番号』

ア 条例第７条第１項による届出【ア 提出根拠と対象者等の①】を参照ください。

エ 条例第７条第１項から第３項による届出（その二）

（ｐ．２６参照）

①『工場又は事業場の名称』

様式第一号（その一）の④『事業者の名称』及び⑤『工場又は事業者の名称』を記入

してください。④『事業者の名称』を上欄に⑤『工場又は事業者の名称』を下欄に記入

してください。

②『施設の数（基）』

揮発性有機化合物排出事業者の場合【表４－１ 提出根拠と対象者等の①】は、計画年

度の４月１日における自主的取組対象施設の種類ごとの数を記入してください。

なお、揮発性有機化合物排出事業者以外の事業者の場合【表４－１ 提出根拠と対象者

等の②又は③】は、主要な揮発性有機化合物を排出する施設に一つ「○」を記入してく

ださい。なお、該当する施設が無い場合は、記入する必要はありません。

③『施設の設置年月』
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施設の数（基）の欄に記載した施設のうち最も古いものの設置年月を記入してくださ

い。

④『基準年度』

基準年度は原則として平成１２年度とします。ＶＯＣ排出量の把握等の問題から平成

１２年度によりがたい場合は、平成１３年度以降の年度のうち最も古い年度に代えるこ

とができます。

平成１２年度以降に自主的取組計画の対象となる施設を設置した事業者にあっては、

当該施設を設置した年度の翌年度とします。

⑤『目標年度』

目標年度である平成２２年度以降に自主的取組計画の対象となる施設を設置した事業

者にあっては、記入は不要です。

⑥『計画年度』

計画年度は、自主的取組計画書を提出する年度とします。

⑦『使用量』

基準年度、目標年度及び計画年度に工場又は事業場において使用し、又は使用する揮

発性有機化合物の量についてｋｇ単位の有効数字２桁で記入してください。

使用量を有効数字２桁表示した結果が１億（１．０×１０８）ｋｇを超える場合は、下段

に指数表示で記入してください。

～ 使用量及び排出量等の量の記入に際して その１ ～

使用量を四捨五入した結果が１億（１．０×１０８）ｋｇを超える場合は指数表示で

記入して下さい。

使用量の算出結果を有効数字２桁で指数表示にする際は、以下の例を参考にし

て下さい。

算出データ（生データ） 算出結果の有効数字２桁表示

１００,０００,０００ １.０×１００８

２８０,０００,０００ ２.８×１００８

７,４００,０００,０００ ７.４×１００９

８３,０００,０００,０００ ８.３×１０１０
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⑧『排出等の量』

基準年度、目標年度及び計画年度に工場又は事業場から排出及び飛散し、又は排出及

び飛散する揮発性有機化合物の量についてｋｇ単位の有効数字２桁で記入してください

（「排出等の量」＝「排出量」＋「飛散量」）。

また、１ｋｇ未満の場合は小数点以下第２位を四捨五入して「小数点以下１位の数値」

として記入してください。

⑨『削減率』

次の式により算出される数値を効数字２桁で記入してください。

基準年度の排出量等の量 － 当該年度の排出量等の量
削減率 ＝ ×１００（％）

基準年度の排出量等の量

～ 使用量及び排出量等の量の記入に際して その２ ～

使用量及び排出量等の量はｋｇ単位の有効数字２桁で記入してください。

また、１ｋｇ未満の場合は小数点以下第２位を四捨五入して記入してください。

使用量等の算出結果を有効数字２桁表示にする際は、以下の例を参考にしてく

ださい。

算出データ（生データ） 算出結果の有効数字２桁表示

０.０４９３ ０.０

０.０９２６ ０.１

０.３０２ ０.３

４.７５ ４.８

９.９８ １０

１２.２ １２

５９７ ６００

１,８７５ １,９００

２１,４１０ ２１,０００

９９,６９０ １００,０００

１,０２３,４００ １,０００,０００

１０,７６６,０００ １１,０００,０００

９９,４７６,０００ ９９,０００,０００

注 算出結果が９９,０００,０００ｋｇまでは固定小数点表示で記載して下

さい。



- 17 -

オ 条例第７条第１項から第３項による届出（その三）

（ｐ．２７参照）

①『工場又は事業場の名称』

様式第一号（その一）の④『事業者の名称』及び⑤『工場又は事業者の名称』を記入

してください。④『事業者の名称』を上欄に⑤『工場又は事業者の名称』を下欄に記入

してください。

②『計画年度に実施する対策の内容』

様式第一号（その二）の⑥『計画年度』における⑨『削減率』を達成するための対策

について、第３編 資料の２「揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための対策の

概要（ｐ.４９）」から該当する記号を選んで記入してください。また、複数の対策を組み

合わせて実施しようとする場合は、全ての対策について記入してください。

なお、その他の対策（１９，２９，３９，４９，５９，９９）を選んで記入した場合

は、対策の内容を下欄に具体的に記入してください。

③『目標年度の削減率を達成するために実施する対策の内容』

様式第一号（その二）の⑤『目標年度』における⑨『削減率』を達成するため、基準

年度の翌年度以降新たに実施し、又は実施した対策について、第３編 資料の２「揮発

性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための対策の概要（ｐ.４９）」から該当する記号を

選んで記入してください。また、複数の対策を組み合わせて実施しようとする場合は、

全ての対策について記入してください。

カ 条例第７条第１項から第３項による届出（その四）【この様式の提出は任意です】

（ｐ．２８参照）

①『工場又は事業場の名称』

様式第一号（その一）の④『事業者の名称』及び⑤『工場又は事業者の名称』を記入

してください。④『事業者の名称』を上欄に⑤『工場又は事業者の名称』を下欄に記入

してください。

～ 削減率・処理回収率の記入に際して ～

削減率・処理回収率の算出結果を有効数字２桁で表示にする際は、以下の例を

参考にしてください。

算出データ（生データ） 算出結果の有効数字２桁表示

－３２.４ －□３２ 注 □は、

－１０.９ －□１１ ブランク

０.０４６ ０.０

０.０５１ ０.１

９．９７ １０

３５.８ ３６

９９.４ ９９

９９.５ １００
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②『基準年度』

様式第一号（その二）の④『基準年度』に記入した数値を記入してください。

③『使用量』

様式第一号（その二）の⑦『使用量』の基準年度の欄に記入した数値を記入してくだ

さい。

④『排出等の量』

様式第一号（その二）の⑧『排出等の量』の基準年度の欄に記入した数値を記入して

ください（「排出等の量」＝「排出量」＋「飛散量」）。

⑤『処理回収率』

次の式により算出される数値を有効数字２桁で記入してください。

使用量 － 排出等の量
処理回収率＝ ×１００（％）

使用量

⑥『基準年度までに、浮屋根式タンク又は内部浮屋根式タンクに改造した固定屋根式タ

ンクの基数』

様式第一号（その二）の④『基準年度』までに、浮屋根式タンク又は内部浮屋根式タ

ンクに改造した固定屋根式タンクの基数を記入してください。

⑦『基準年度以前から実施している対策の内容』

様式第一号（その四）の⑤『処理回収率』を維持するため、基準年度以前から実施し

ている対策であって、現在も実施しているものについて、第３編 資料の２「揮発性有

機化合物の排出及び飛散の抑制のための対策の概要（ｐ.４９）」から該当する記号を選ん

で記入してください。また、複数の対策を組み合わせて実施している場合は、全ての対

策について記入してください。
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～ 削減率を達成するための対策の内容の記入に際して ～

① 計画年度に実施する対策の内容

② 目標年度の削減率を達成するために実施する対策の内容

③ 基準年度以前から実施している対策の内容

について記入する際は、以下の例を参考にしてください。

注意事項

対策の記号は、第３編 資 料２ 揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制の

ための対策の概要を参照してください。

○ 対策記入例【平成１９年度の例】

対策 ア イ ウ エ

記号 41 53 12 59

対策 ア イ ウ エ オ

記号 41 53 12 59 56

対策 ア イ

記号 41 53

対策と記号

① 計画年度に実施
する対策

② 目標年度の削減
率を達成するために
実施する対策

③ 基準年度以前か
ら実施している対策

対策の記入区分

○ ＶＯＣ削減対策の内容 ↓①計画年度

h12以前 h13・14 h15 h16・17 h18 h19 h20 h21 h22 記号

ア 固定屋根
式タンクの改
造

41

イ 凝縮装置
による回収

53

ウ ハイソ
リッド塗料
への転換

12

エ 低温プラ
ズマ処理装
置の設置

59

オ 蓄熱燃
焼装置の設
置

56

↑③基準年度以前 ①目標年度↑
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（２）自主的取組計画変更届出書

ア 自主的取組計画変更届出書（その一）【 記載例４】

（ｐ．２９参照）

①『届出日』

届出書を窓口に提出する日付（郵送の場合には、投函する日付）を記入してください。

②『提出者』※提出日時点の内容を記入してください。

条例第７条第１項による届出の②『提出者』（ｐ．１１）を参照してください。

③『事業者の名称』、④『工場又は事業場の名称』、⑤『工場又は事業場の所在地』及び

⑥『工場又は事業場において行われる事業所が属する業種』

条例第７条第１項による届出の④『事業者の名称』から⑦『工場又は事業場において

行われる事業所が属する業種』（ｐ．１２～）を参照してください。

⑦『変更後の自主的取組計画書』

様式第一号の（その二）（ｐ．１４）から（その三）（ｐ．１７）が対象となります。変更の

ある様式のみ添付してください。

⑧『条例第２条第３号の揮発性有機化合物排出事業者の該当の有無』

変更前の自主的取組計画書の根拠に応じて有無に○を記入してください。

条例第２条第３号の揮発性有機化合物
変更前の自主的取組計画書の根拠

排出事業者の該当の有無

条例第７条第１項 １ 有

条例第７条第２項 ２ 無

条例第７条第３項 ２ 無

なお、変更前の自主的取組計画書の根拠は、表４－１提出根拠と対象者等(ｐ．１１)を参

照ください。

⑨『担当者（問い合わせ先）』、⑩『※受理日』及び⑪『※整理番号』

（１）ア 条例第７条第１項による届出（ｐ．１３）を参照ください。

イ 自主的取組計画変更届出書（その二～三）

（ｐ．３０，３１参照）

変更後の自主的取組計画書は変更のあった表のみを記入してください。

記入方法は、「（１）エ 条例第７条第１項から第３項による届出（その二）」（ｐ．１４）

及び「（１）オ 条例第７条第１項から第３項による届出（その三）」（ｐ．１７）と同様で

す。

（３）自主的取組実績報告書

ア 自主的取組実績報告書（その一）【 記載例５】

（ｐ．３２参照）

①『届出日』

届出書を窓口に提出する日付（郵送の場合には、投函する日付）を記入してください。

②『提出者』※提出日時点のものを記入してください。

条例第７条第１項による届出の②『提出者』（ｐ．１１）を参照ください。
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③『事業者の名称』、④『工場又は事業場の名称』、⑤『工場又は事業場の所在地』及び

⑥『工場又は事業場において行われる事業所が属する業種』

条例第７条第１項による届出の④『事業者の名称』から⑦『工場又は事業場において

行われる事業所が属する業種』（ｐ．１２～）を参照ください。

なお、「自主的取組計画書における名称」の欄には、事業者又は事業所の名称が、当

該年度の自主的取組計画書の提出時における名称から変更された場合（事業所の名称変

更、合併等の場合）のみ記入してください。

⑦『自主的取組実績報告』

様式第三号の（その二）から（その四）が対象となります。

⑧『条例第２条第３号の揮発性有機化合物排出事業者の該当の有無』

当該年度の自主的取組計画書の根拠に応じて有無に○を記入してください。

⑨『担当者（問い合わせ先）』、⑩『※受理日』及び⑪『※整理番号』

（１）ア 条例第７条第１項による届出（ｐ.１３）を参照ください。

イ 自主的取組実績報告書（その二）

（ｐ．３３参照）

①『工場又は事業場の名称』

様式第三号（その一）の③『事業者の名称』及び④『工場又は事業者の名称』を記入

してください。③『事業者の名称』を上欄に④『工場又は事業者の名称』を下欄に記入

してください。

②『施設の数（基）』

揮発性有機化合物排出事業者の場合【表４－１ 提出根拠と対象者等の①】は、実績報

告年度の３月末日における自主的取組対象施設の種類ごとの数を記入してください。

なお、揮発性有機化合物排出事業者以外の事業者の場合【表４－１ 提出根拠と対象者

等の②又は③】は、主要な揮発性有機化合物を排出する施設に一つ「○」を記入してく

ださい。なお、該当する施設が無い場合は、記入する必要はありません。

③『施設の設置年月』

施設の数（基）の欄に記載した施設のうち最も古いものの設置年月を記入してくださ

い。

④『基準年度』、⑤『目標年度』、⑥『計画値』及び⑩『計画年度』

『基準年度』、『目標年度』及び『計画値』の欄の各項目（⑦使用量、⑧排出等の量

及び⑨削減率）並びに『計画年度』は、当該年度の自主的取組計画書の（その二）２

自主的取組の内容（１）「揮発性有機化合物の排出量等の量の目標」（ｐ．２６参照）に記

入した数値を転記してください。

⑪『実績値』

実績値の欄の⑦『使用量』、⑧『排出等の量』及び⑨『削減率』は、（１）エ 条例第

７条第１項から第３項による届出（その二）の記載方法を参考に有効数字２桁で記入し

てください。

ウ 自主的取組実績報告書（その三）

（ｐ．３４参照）

①『工場又は事業場の名称』
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様式第三号（その一）の③『事業者の名称』及び④『工場又は事業者の名称』を記入

してください。③『事業者の名称』を上欄に④『工場又は事業者の名称』を下欄に記入

してください。

②『揮発性有機化合物の排出等の抑制のための対策』

様式第三号（その二）の⑩『計画年度』・⑪『実績値』における⑨『削減率』を達成

するために実施した対策について、第３編 資料の２「揮発性有機化合物の排出及び飛

散の抑制のための対策の概要（ｐ.４９）」から該当する記号を選んで記入してください。

また、複数の対策を組み合わせて実施しようとする場合は、全ての対策について記入し

てください。

なお、その他の対策（１９，２９，３９，４９，５９，９９）を選んで記入した場合

は、対策の内容を下欄に具体的に記入してください。

エ 自主的取組実績報告書（その四）

（ｐ．３５参照）

①『工場又は事業場の名称』

様式第三号（その一）の③『事業者の名称』及び④『工場又は事業者の名称』を記入

してください。③『事業者の名称』を上欄に④『工場又は事業者の名称』を下欄に記入

してください。

②『(１)の計画計画年度における削減率についての進捗状況及び達成状況の評価』

様式第三号（その二）の⑩『計画年度』における⑨『削減率』について、計画値と実

績値を評価します。

計画年度の属する年度の区分（平成２１年度以前、平成２２年度及び平成２３年度以

降）に欄に応じた評価（Ａ、Ｂ及びＣ）欄に『○』を記入してください。

③『課題と対策』

この項の記載は任意です。

ただし、②の評価がＣの場合は、目標達成が困難な課題及び対策等について記入して

ください。

～ 達成状況の評価の記入に際して ～

計画年度における削減率についての進捗状況及び達成状況の評価については、

次の評価基準を参考に評価（Ａ、Ｂ及びＣ）を記入してください。

削減率の実績値（％）
目標達成率＝ ×１００（％）

削減率の計画値（％）

目標達成率（％） 評価

９０以上 A

８９～６１ B

６０以下 C
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５ 記載例
（１）条例第７条第１項による届出（その一）【記載例１】
第一号様式（第三条第一項）
（その一）

※ ①
平成２０年７月１０日

千葉県知事 鈴木 栄治 様

※ ②
郵便番号 ２６０－８６６７
住 所 千葉県市原市市場町１－１
氏 名 大気保全工業株式会社

代表取締役 煤煙 炭子,
法人その他の団体にあっては、主たる事
務所の所在地、名称及び代表者の氏名

自 主 的 取 組 計 画 書

千葉県揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための取組の促進に関する条例（以下「条例」とい
う。）第７条第１項（第２項、第３項）の規定により、自主的取組計画を次のとおり提出します。

↑※ ③

（ふりがな）※ ④ たいきほぜんこうぎょう

事 業 者 の 名 称 大気保全工業株式会社

（前回の提出における名称）※ ④ 環境保全工業株式会社

（ふりがな）※ ⑤ いちはらだいいちこうじょう

工場又は事業場の名称 市原第一工場

（前回の提出における名称）※ ⑤ 八幡第一工場

〒２９０－××××

（ふりがな）※ ⑥ いちはらしいちばちょう

工場又は事業場の所在地 市原市市場町１－１

町村

工場又は事業場において行わ 業 種 名 業種コード

れる事業が属する主な業種※⑦ 石油化学系基礎製品製造業 １７３１

自 主 的 取 組 計 画 ※⑧ 別添のとおり → (その二)から(その四）です(p.26～28)

条例第２条第３号の揮発性有機 １ 有 自主的取組計画（その四） １ 有

化合物排出事業者の該当の有無※⑨ ２ 無 の提出有無 ※ ⑩ ２ 無

所 属 環境安全部管理第一係

担 当 者※⑪ （ふりがな） きはつ よしお

（問い合わせ先） 氏 名 揮発 芳生

電話番号 0436-12-3456 ＦＡＸ 0436-12-3457

※受理年月日※⑫ 年 月 日 ※整理番号※⑬

備考

１ ※の欄には、記載しないこと。
２ 個人が提出する場合は、提出者の氏名を自署することにより、押印を省略することができる。
３ 前回の提出における名称は、前年度以前に提出した自主的取組計画書に記載した名称から変更が
あった場合のみ記載すること。
４ 業種名及び業種コードは、日本標準産業分類の細分類に従って記載し、二以上の業種に属する事
業を行う工場又は事業場にあっては、そのうちの主たる事業を記載すること。
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（２）条例第７条第２項による届出（その一）【記載例２】
第一号様式（第三条第一項）
（その一）

※ ①
平成２０年７月１０日

千葉県知事 鈴木 栄治 様

※ ②
郵便番号 ２６０－８６６７
住 所 千葉県市原市市場町１－１
氏 名 大気保全工業株式会社

代表取締役 煤煙 炭子,
法人その他の団体にあっては、主たる事
務所の所在地、名称及び代表者の氏名

自 主 的 取 組 計 画 書

千葉県揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための取組の促進に関する条例（以下「条例」とい
う。）第７条第１項（第２項、第３項）の規定により、自主的取組計画を次のとおり提出します。

↑※ ③

（ふりがな）※ ④ たいきほぜんこうぎょう

事 業 者 の 名 称 大気保全工業株式会社

（前回の提出における名称）※ ④ 環境保全工業株式会社

（ふりがな）※ ⑤ そでがうらじぎょうしょ

工場又は事業場の名称 袖ヶ浦事業所

（前回の提出における名称）※ ⑤ 長浦事業所

〒２９９－××××

（ふりがな）※ ⑥ そでがうらしながす

工場又は事業場の所在地 袖ヶ浦市長洲１－１

町村

工場又は事業場において行わ 業 種 名 業種コード

れる事業が属する主な業種※⑦ プラスチックシート製造業 １９２２

自 主 的 取 組 計 画 ※⑧ 別添のとおり → (その二)から(その四）です(p.26～28)

条例第２条第３号の揮発性有機 １ 有 自主的取組計画（その四） １ 有

化合物排出事業者の該当の有無※⑨ ２ 無 の提出有無 ※ ⑩ ２ 無

所 属 環境保安課

担 当 者※ ⑪ （ふりがな） かんきょう たろう

（問い合わせ先） 氏 名 環境 太郎

電話番号 0438-12-3456 ＦＡＸ 0438-12-3457

※受理年月日※⑫ 年 月 日 ※整理番号※⑬

備考

１ ※の欄には、記載しないこと。
２ 個人が提出する場合は、提出者の氏名を自署することにより、押印を省略することができる。
３ 前回の提出における名称は、前年度以前に提出した自主的取組計画書に記載した名称から変更が
あった場合のみ記載すること。
４ 業種名及び業種コードは、日本標準産業分類の細分類に従って記載し、二以上の業種に属する事
業を行う工場又は事業場にあっては、そのうちの主たる事業を記載すること。
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（３）条例第７条第３項による届出（その一）【記載例３】
第一号様式（第三条第一項）
（その一）

※ ①
平成２０年７月１０日

千葉県知事 鈴木 栄治 様

※ ②
郵便番号 ２６０－８６６７
住 所 千葉県市原市市場町１－２
氏 名 大気保全印刷株式会社

代表取締役 秋喜 梨子,
法人その他の団体にあっては、主たる事
務所の所在地、名称及び代表者の氏名

自 主 的 取 組 計 画 書

千葉県揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための取組の促進に関する条例（以下「条例」とい
う。）第７条第１項（第２項、第３項）の規定により、自主的取組計画を次のとおり提出します。

↑※ ③

（ふりがな）※ ④ たいきほぜんいんさつ

事 業 者 の 名 称 大気保全印刷株式会社

（前回の提出における名称）※ ④ 環境保全印刷株式会社

（ふりがな）※ ⑤ いちはらいんさつしょ

工場又は事業場の名称 市原印刷所

（前回の提出における名称）※ ⑤ 姉崎印刷所

〒２９９－××××

（ふりがな）※ ⑥ いちはらしあねさき

工場又は事業場の所在地 市原市市姉崎１－１

町村

工場又は事業場において行わ 業 種 名 業種コード

れる事業が属する主な業種※⑦ 印刷業 １６１１

自 主 的 取 組 計 画 ※⑧ 別添のとおり → (その二)から(その四）です(p.26～28)

条例第２条第３号の揮発性有機 １ 有 自主的取組計画（その四） １ 有

化合物排出事業者の該当の有無※⑨ ２ 無 の提出有無 ※ ⑩ ２ 無

所 属 環境安全課

担 当 者※ ⑪ （ふりがな） たいき きよたろう

（問い合わせ先） 氏 名 大気 清太郎

電話番号 0436-12-3456 ＦＡＸ 0436-12-3457

※受理年月日※⑫ 年 月 日 ※整理番号※⑬

備考

１ ※の欄には、記載しないこと。
２ 個人が提出する場合は、提出者の氏名を自署することにより、押印を省略することができる。
３ 前回の提出における名称は、前年度以前に提出した自主的取組計画書に記載した名称から変更が
あった場合のみ記載すること。
４ 業種名及び業種コードは、日本標準産業分類の細分類に従って記載し、二以上の業種に属する事
業を行う工場又は事業場にあっては、そのうちの主たる事業を記載すること。
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（４）条例第７条第１項から第３項（その二から四）
（その二）

※ ① 工場又は事 大気保全工業株式会社

業場の名称 市原第一工場

１ 自主的取組対象施設の数及び設置年月 ※ 計画年度の４月１日現在の数（基）を記入してください。

施設の種類 ※ ②→ 施設の数（基） 施設の種類 施設の数（基）

有機化学工業製品製造施設 １８ 洗浄施設

塗料等製造施設 動植物油脂製造施設

塗装施設 ドライクリーニング施設

印刷施設 屋外貯蔵タンク ２

接着施設 充てん出荷施設

施設の設置年月 ※ ③ 平成２年６月

備考
１ 施設の数は、自主的取組対象施設の種類ごとの施設の数を記載すること（揮発性有機化合物排
出事業者以外の事業者にあっては、主要な揮発性有機化合物を排出する施設について「○」を記
載すること。）。
２ 施設の設置年月は、施設の数の欄に記載した施設のうち最も古いものの設置年月を記載するこ
と。

２ 自主的取組計画の内容

（１）揮発性有機化合物の排出量等の量の目標【この表は有効数字２桁で記載します。】

基準年度※④ 目標年度※⑤ 計画年度※⑥

平成１２年度 平成２２年度 平成２０年度

使 用 量※⑦

（ｋｇ／年度 ） ６８００００ . ６９００００ . ６７００００ .
（１億キログラムを超える

場合は、下段に指数表示

で記載すること。） . ×１０ . ×１０ . ×１０

排出等の量※⑧

（ｋｇ／年度） ５４０００ . ３５０００ . ４３０００ .

削 減 率※⑨

（％） ３５ . ２０ .

備考
１ 基準年度は、原則として平成１２年度とする（平成１２年度以降に自主的取組計画の対象とな
る施設を設置した事業者にあっては、当該施設を設置した年度の翌年度とする。）。これによりが
たい場合、平成１３年度以降の年度のうち最も古い年度に代えることができる。
２ 目標年度以降に自主的取組計画の対象となる施設を設置した事業者にあっては、目標年度の欄
の記載は不要とする。
３ 計画年度は、本書を提出する年度とする。
４ 使用量は、当該年度に工場又は事業場において使用し、又は使用する揮発性有機化合物の量に
ついて有効数字２桁で記載すること。
５ 排出等の量は、当該年度に工場又は事業場から排出及び飛散し、又は排出及び飛散する揮発性
有機化合物の量について有効数字２桁で記載すること（１キログラム未満の場合は、小数点以下
第２位を四捨五入して得た数値を記載すること。）。
６ 削減率は、次の式により算出される数値を有効数字２桁で記載すること。

{（基準年度の排出等の量－当該年度の排出等の量）／基準年度の排出等の量}×１００
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（その三）

※ ① 工場又は事 大気保全工業株式会社

業場の名称 市原第一工場

（２）揮発性有機化合物の排出等の抑制のための対策
ア 計画年度に実施する対策の内容
(1)の計画年度の削減率を達成するための対策について、別表から該当する記号を選んで記

載すること。複数の対策を組み合わせて実施しようとする場合は、全ての対策について記載す
ること。※ ②

対策 1 対策 2 対策 3 対策 4 対策 5 対策 6 対策 7 対策 8 対策 9 対策10

４ １ ５ ３ １ ２ ５ ９

その他（１９，２９，３９，４９，５９，９９）を選んで記載した場合は、対策の内容を

次の欄に具体的に記入すること。※ ②

対策4について

○○プロセス反応器ベントガスに低温プラズマ・光触媒複合反応ＶＯＣ処理装置を設置します。

備考 ３（２）に記載する対策も含めて記載すること。

イ 目標年度の削減率を達成するために実施する対策の内容
(1)の目標年度の削減率を達成するため、基準年度の翌年度以降新たに実施し、又は実施した

対策について、別表から該当する記号を選んで記載すること。複数の対策を組み合わせて実施し
ようとする場合は、全ての対策について記載すること。※ ③

対策 1 対策 2 対策 3 対策 4 対策 5 対策 6 対策 7 対策 8 対策 9 対策10

４ １ ５ ３ １ ２ ５ ９ ５ ６
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（その四）

※ ① 工場又は事 大気保全工業株式会社

業場の名称 市原第一工場

３ 基準年度以前から実施している揮発性有機化合物の排出等の抑制のための対策
(1) 基準年度における処理回収率等

基準年度※ ② 基準年度までに、浮屋根式タン
ク又は内部浮屋根式タンクに改

年度 造した固定屋根式タンクの基数
（基） ※ ⑥

使 用 量※ ③
（ｋｇ/年度 ） ６ ８ ０ ０ ０ ０ .

（１億キログラムを超える １ ７
場合は、下段に指数表示で
記載すること。） . ×１０

排出等の量※ ④
（ｋｇ/年度） ５ ４ ０ ０ ０ .

処理回収率※ ⑤
（％） ９ ２ .

備考
１ この項の提出は任意であること。
２ 基準年度は、２(1)の基準年度と一致させること。
３ 使用量及び排出等の量は、２(1)の基準年度におけるものと一致させること。
４ 処理回収率は、次の式により算出される数値を有効数字２桁で記載すること。

{（使用量－排出等の量）／使用量}×１００

(2) 基準年度以前から実施している対策の内容
基準年度以前から実施していた対策であって、現在も実施しているものについて、別表から
該当する記号を選んで記載すること。複数の対策を組み合わせて実施しようとする場合は、全
ての対策について記載すること。※ ⑦

対策 1 対策 2 対策 3 対策 4 対策 5 対策 6 対策 7 対策 8 対策 9 対策10

４ １ ５ ３

その他（１９，２９，３９，４９，５９，９９）を選んで記載した場合は、対策の内容を

次の欄に具体的に記入すること。※ ⑦

備考 この項の提出は任意であること。

この表は、有

効数字２桁で

記載します。
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（４）自主的取組変更届出書（条例第７条第４項）【記載例４】
第二号様式（第四条）
（その一）

※ ①
平成２０年７月１０日

千葉県知事 鈴木 栄治 様

※ ②
郵便番号 ２６０－８６６７
住 所 千葉県千葉市市場町１－２
氏 名 大気保全印刷株式会社

代表取締役 秋喜 梨子,
法人その他の団体にあっては、主たる事
務所の所在地、名称及び代表者の氏名

自主的取組計画書変更届出書

千葉県揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための取組の促進に関する条例（以下「条例」とい
う。）第７条第４項の規定により、自主的取組計画の変更を次のとおり届け出ます。

（ふりがな）※ ③ たいきほぜんいんさつ

事 業 者 の 名 称 大気保全印刷株式会社

（前回の提出における名称）※ ③ 環境保全工業株式会社

（ふりがな）※ ④ いちはらだいいちこうじょう

工場又は事業場の名称 市原第一工場

（前回の提出における名称）※ ④ 八幡第一工場

〒２９０－××××

（ふりがな）※ ⑤ いちはらしいちばちょう

工場又は事業場の所在地 市原市市場町１－１

町村

工場又は事業場において行わ 業 種 名 業種コード

れる事業が属する主な業種※⑥ 石油化学系基礎製品製造業 １７３１

変更後の自主的取組計画※⑦ 別添のとおり

条例第２条第３号の揮発性有機 １ 有

化合物排出事業者の該当の有無※⑧ ２ 無

所 属 環境安全部管理第一係

担 当 者※⑨ （ふりがな） きはつ よしお

（問い合わせ先） 氏 名 揮発 芳生

電話番号 0436-12-3456 ＦＡＸ 0436-12-3457

※受理年月日※⑩ 年 月 日 ※整理番号※⑪

備考

１ ※印の欄には、記載しないこと。
２ 個人が届け出る場合は、届出者の氏名を自署することにより、押印を省略することができる。
３ 前回の提出における名称は、本書に係る自主的取組計画書に記載した名称から変更があった場
合のみ記載すること。
４ 業種名及び業種コードは、日本標準産業分類の細分類に従って記載し、二以上の業種に属する
事業を行う工場又は事業場にあっては、そのうちの主たる業種を記載すること。
５ 変更後の自主的取組計画は、変更があった箇所のみ添付すること。

（その二），（その三）のう

ち変更のある様式(p.30，31)
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（その二）

※ ① 工場又は事 大気保全工業株式会社

業場の名称 市原第一工場

１ 自主的取組対象施設の数及び設置年月

施設の種類 施設の数（基） 施設の種類 施設の数（基）

有機化学工業製品製造施設 洗浄施設

塗料等製造施設 動植物油脂製造施設

塗装施設 ドライクリーニング施設

印刷施設 屋外貯蔵タンク

接着施設 充てん出荷施設

施設の設置年月

備考
１ 施設の数は、自主的取組対象施設の種類ごとの施設の数を記載すること（揮発性有機化合物排
出事業者以外の事業者にあっては、主要な揮発性有機化合物を排出する施設について「○」を記
載すること。）。
２ 施設の設置年月は、施設の数の欄に記載した施設のうち最も古いものの設置年月を記載するこ
と。

２ 自主的取組計画の内容
（１）揮発性有機化合物の排出量等の量の目標 変更箇所

基準年度※④ 目標年度※⑤ 計画年度※⑥

平成１２年度 平成２２年度 平成２０年度

使 用 量※⑦

（ｋｇ／年度 ） ６８００００ . ６９００００ . ６７００００ .
（１億キログラムを超える

場合は、下段に指数表示

で記載すること。） . ×１０ . ×１０ . ×１０

排出等の量※⑧

（ｋｇ／年度） ５４０００ . ３３０００ . ４３０００ .

削 減 率※⑨

（％） ３９ . ２０ .

備考
１ 基準年度は、原則として平成１２年度とする（平成１２年度以降に自主的取組計画の対象とな
る施設を設置した事業者にあっては、当該施設を設置した年度の翌年度とする。）。これによりが
たい場合、平成１３年度以降の年度のうち最も古い年度に代えることができる。
２ 目標年度以降に自主的取組計画の対象となる施設を設置した事業者にあっては、目標年度の欄
の記載は不要とする。
３ 計画年度は、本書を提出する年度とする。
４ 使用量は、当該年度に工場又は事業場において使用し、又は使用する揮発性有機化合物の量に
ついて有効数字２桁で記載すること。
５ 排出等の量は、当該年度に工場又は事業場から排出及び飛散し、又は排出及び飛散する揮発性
有機化合物の量について有効数字２桁で記載すること（１キログラム未満の場合は、小数点以下
第２位を四捨五入して得た数値を記載すること。）。
６ 削減率は、次の式により算出される数値を有効数字２桁で記載すること。

{（基準年度の排出等の量－当該年度の排出等の量）／基準年度の排出等の量}×１００
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（その三）

※ ① 工場又は事 大気保全工業株式会社

業場の名称 市原第一工場

変更のない箇所は記入する必要はありません。
（２）揮発性有機化合物の排出等の抑制のための対策
ア 計画年度に実施する対策の内容
(1)の計画年度の削減率を達成するための対策について、別表から該当する記号を選んで記

載すること。複数の対策を組み合わせて実施しようとする場合は、全ての対策について記載す
ること。※ ②

対策 1 対策 2 対策 3 対策 4 対策 5 対策 6 対策 7 対策 8 対策 9 対策10

その他（１９，２９，３９，４９，５９，９９）を選んで記載した場合は、対策の内容を

次の欄に具体的に記入すること。※ ②

備考 ３（２）に記載する対策も含めて記載すること。

イ 目標年度の削減率を達成するために実施する対策の内容
(1)の目標年度の削減率を達成するため、基準年度の翌年度以降新たに実施し、又は実施した

対策について、別表から該当する記号を選んで記載すること。複数の対策を組み合わせて実施し
ようとする場合は、全ての対策について記載すること。※ ③

対策 1 対策 2 対策 3 対策 4 対策 5 対策 6 対策 7 対策 8 対策 9 対策10

４ １ ５ ３ １ ２ ５ ９ ５ ６ ９ ４

変更箇所・対策追加
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（５）自主的取組実績報告（条例第８条）【記載例５】
第三号様式（第五条）
（その一）

※ ①
平成２０年７月１０日

千葉県知事 鈴木 栄治 様

※ ②
郵便番号 ２６０－８６６７
住 所 千葉県市原市市場町１－１
氏 名 大気保全工業株式会社

代表取締役 煤煙 炭子,
法人その他の団体にあっては、主たる事
務所の所在地、名称及び代表者の氏名

自主的取組実績報告書

千葉県揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための取組の促進に関する条例（以下「条例」とい
う。）第８条の規定により、自主的取組実績報告を次のとおり提出します。

（ふりがな）※ ③ たいきほぜんこうぎょう

事 業 者 の 名 称 大気保全工業株式会社

↓※ ③

（自主的取組計画書における名称） 環境保全工業株式会社

（ふりがな）※ ④ いちはらだいいちこうじょう

工場又は事業場の名称 市原第一工場

↓※ ④

（自主的取組計画書における名称） 八幡第一工場

〒２９０－××××

（ふりがな）※ ⑤ いちはらしいちばちょう

工場又は事業場の所在地 市原市市場町１－１

町村

工場又は事業場において行わ 業 種 名 業種コード

れる事業が属する主な業種※⑥ 石油化学系基礎製品製造業 １７３１

自 主 的 取 組 実 績 報 告 ※⑦ 別添のとおり→ (その二)から(その四）です(p.33～35)

条例第２条第３号の揮発性有機 １ 有

化合物排出事業者の該当の有無 ※⑧ ２ 無

所 属 環境安全部管理第一係

担 当 者※⑨ （ふりがな） きはつ よしお

（問い合わせ先） 氏 名 揮発 芳生

電話番号 0436-12-3456 ＦＡＸ 0436-12-3457

※受理年月日※⑩ 年 月 日 ※整理番号※⑪

備考

１ ※印の欄には、記載しないこと。
２ 個人が提出する場合は、提出者の氏名を自署することにより、押印を省略することができる。
３ 自主的取組計画書における名称は、本書に係る自主的取組計画書に記載した名称から変更が
あった場合のみ記載すること。
４ 業種名及び業種コードは、日本標準産業分類の細分類に従って記載し、二以上の業種に属す
る事業を行う工場又は事業場にあっては、そのうちの主たる業種を記載すること。
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（その二）

※ ① 工場又は事 大気保全工業株式会社

業場の名称 市原第一工場

１ 自主的取組対象施設の数及び設置年月 ※ 実績報告年度の３月末日の数（基）を記入してください。

施設の種類 ※ ②→ 施設の数（基） 施設の種類 施設の数（基）

有機化学工業製品製造施設 ２０ 洗浄施設

塗料等製造施設 動植物油脂製造施設

塗装施設 ドライクリーニング施設

印刷施設 屋外貯蔵タンク ２

接着施設 充てん出荷施設

施設の設置年月 ※ ③ 平成２年６月

備考
１ 施設の数は、自主的取組対象施設の種類ごとの施設の数を記載すること（揮発性有機化合物排
出事業者以外の事業者にあっては、主要な揮発性有機化合物を排出する施設について「○」を記
載すること。）。
２ 施設の設置年月は、施設の数の欄に記載した施設のうち最も古いものの設置年月を記載するこ
と。

２ 自主的取組実績の内容

（１）揮発性有機化合物の排出等の量【この表は有効数字２桁で記載します。】

基準年度※④ 目標年度※⑤

平成１２年度 平成２２年度

使 用 量※⑦
（ｋｇ／年度 ） ６８００００ . ６９００００ .

（１億キログラムを超える場合は、
下段に指数表示で記載すること。） . ×１０ . ×１０ ④、⑤及び⑥の欄の

排出等の量※⑧ 数値は、当該年度の
（ｋｇ／年度） ５４０００ . ３５０００ .

計画書の数値と同じ
削 減 率※⑨

（％） ３５ . 数値を記入します。

計画年度（平成２０年度）※⑩

計画値※⑥ 実績値※⑪

使 用 量※⑦
（ｋｇ／年度 ） ６７００００ . ６８００００ .

（１億キログラムを超える場合は、
下段に指数表示で記載すること。） . ×１０ . ×１０

排出等の量※⑧ （その四）自主的取
（ｋｇ／年度） ４３０００ . ４２０００ .

組実績の評価の対象
削 減 率※⑨

（％） ２０ . ２２ . となります。

備考
１ 基準年度の欄及び目標年度の欄は、自主的取組計画書に記載した内容を転記すること。
２ 計画年度は自主的取組計画書を提出した年度とし、計画値は自主的取組計画書に記載した内
容を転記すること。
３ 計画年度の使用量の実績値は、当該年度に工場又は事業場において使用した揮発性有機化合
物の量について有効数字２桁で記載すること。
４ 計画年度の排出等の量の実績値は、当該年度に工場又は事業場から排出及び飛散した揮発性
有機化合物の量について有効数字２桁で記載すること（１キログラム未満の場合は、小数点以
下第２位を四捨五入して得た数値を記載すること。）。
５ 計画年度の削減率の実績値は、次の式により算出される数値を有効数字２桁で記載すること。

{（基準年度の排出等の量－計画年度の排出等の量）／基準年度の排出等の量}×１００
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（その三）

※ ① 工場又は事 大気保全工業株式会社

業場の名称 市原第一工場

（２）揮発性有機化合物の排出等の抑制のための対策
（１）の計画年度の削減率を達成するために実施した対策について、自主的取組計画書の別表
から該当する記号を選んで記載すること。複数の対策を組み合わせて実施した場合は、全ての
対策について記載すること。

対策 1 対策 2 対策 3 対策 4 対策 5 対策 6 対策 7 対策 8 対策 9 対策10

４ １ ５ ３ １ ２ ５ ９

その他（１９，２９，３９，４９，５９，９９）を選んで記載した場合は、対策の内容を

次の欄に具体的に記入すること。※ ②

対策4について

○○プロセス反応器ベントガスに低温プラズマ・光触媒複合反応ＶＯＣ処理装置を設置しました。
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（その四）

※ ① 工場又は事 大気保全工業株式会社

業場の名称 市原第一工場

（３）自主的取組実績の評価 ※ ②
ア (1)の計画年度における削減率についての進捗状況及び達成状況の評価

計画年度の属する年度
評価

平成２１年度以前 平成２２年度 平成２３年度以降

Ａ 目標年度の目標達成に向 削減目標を達成できた。 計画年度の目標を達成でき
けて順調に進んでいる。 た。

目標年度の目標達成に向 削減目標を概ね達成できた 計画年度の目標を概ね達成
Ｂ けて概ね順調に進んでい （一部に課題がある。）。 できた（一部に課題があ

る（一部に課題がある。）。 る。）。

Ｃ 目標年度の目標の達成に 削減目標の達成に困難な課 計画年度の目標の達成に困
困難な課題がある。 題がある。 難な課題がある。

備考 評価の欄は、該当するものを○で囲むこと。

イ 課題と対策 ※ ③

○○プロセス反応器ベントガスに設置した低温プラズマ・光触媒複合反応ＶＯＣ処理装置

が順調に稼働し目標年度の達成に向けて順調に進んでいます。

塗料の低ＶＯＣ化計画の一部に遅れがあるものの概ね順調に進んでいます。

蓄熱燃焼処置によるＶＯＣ処理を導入していますが、○○生産量が大幅に増加したため、

計画していた削減目標に達成できませんでした。目標達成に向け、溶剤の低ＶＯＣの導入を

検討します。

備考 この項の記載は任意であること。ただし、アの評価の欄がＣの場合は、必ず記載すること。


